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１．推進計画策定の背景と目的
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１．推進計画策定の背景と目的

• 近年､気候変動が原因と考えられる異常気象
が各地で発生し､我が国でも豪雨・台風被害
や猛暑等の被害が頻発しています。

• 世界的には､温室効果ガス削減に向けた国際
的な枠組みであるパリ協定が採択･発効され､
国でも2020年10月カーボンニュートラル宣言
を受け､多くの自治体が「2050年までに温室
効果ガス排出実質ゼロ」を表明しています。

• また､国の新たな「温室効果ガス排出目標」
である「2030年度46％削減（2013年比）」に
伴い､国の目標に合わせた削減目標の見直し
と脱炭素を契機とした再生可能エネルギー
(以下､再エネ)導入による地域活性化の検討
が必要になっています。

• 2019年に『朝日町再生可能エネルギービジョ
ン』を策定していますが､温室効果ガス排出
削減と再生可能エネルギー導入は一体的な取
り組みが求められます。

(１) 背景と目的

出典）首相官邸HP

COP26における岸田首相のスピーチ（2021年）

出典）「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル」
（2022,環境省）

「2050年までに温室効果ガス排出実質ゼロ」の達成に向け､温室効果ガス排出削減目標や
再生可能エネルギー導入目標を策定するとともに､その実現に向けた戦略を示した「朝日
町地球温暖化対策実行計画(区域施策編)」を策定します。
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１．推進計画策定の背景と目的

区 域 • 計画の区域は､朝日町全域とします。

期 間

(２)地球温暖化実行計画の基本的事項

計 画
の

位 置
付 け 第５次朝日町総合計画（令和3(2021)～令和7(2025)年度）

町の将来像「夢と希望がもてるまちづくり 朝日町」

• 再生可能エネルギー導入目標は地球温暖化実行計画の策定に関連して設定し
ます。

• 地球温暖化実行計画は「地球温暖化対策の推進に関する法律」(以下､「地球
温暖化対策推進法」という。)第21条に基づく「地方公共団体実行計画」(区
域施策編)として位置づけます。

• 本計画の期間は､2023年度から2030年度までの8年間とします。
• 今後､進捗状況や社会情勢の変化に応じ､概ね5年毎に見直しを行います。
• 将来的な脱炭素社会の実現に向け､長期目標を2050年度と設定します。

国の地球温暖化対策に関する計画 政府の事務事業における地球温暖化対策の目標･取組を設定

国の地球温暖化対策の推進の枠組みを定めた法律

町の地球温暖化対策に関する計画 町有施設の事務及び事業に係る実行計画

朝日町地球温暖化対策実行計画
(区域施策編)

第３期朝日町地球温暖化防止実行計画
令和２(2020)年度～令和６(2024)年度

地球温暖化対策推進法(1998年成立､2021年改正)

地球温暖化対策計画(2021年10月22日閣議決定) 政府実行計画(2021年10月22日閣議決定)

第21条
地方公共団体
実行計画

第20条第8条

即して
設定

準じて
取組む

町の再エネ導入指針

朝日町再生可能
エネルギービジョン

連携･整合
下位
計画

下位
計画

下位計画

再生可能エネルギー推進計画



２．調査内容と手順
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２．調査内容と手順



３．地球温暖化と朝日町の状況
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３．地球温暖化と朝日町の状況

(１)地球温暖化の状況

１)地球温暖化とは

• 二酸化炭素等の温室効果ガスは､地表から宇宙に向け放出される熱
を吸収し､再び地表に放射する役割があります。しかし､人類が石
炭や石油等の化石燃料を大量に消費し､大気中の温室効果ガスの濃
度が急激に上昇した結果､温室効果が強くなり､地球の気温が全体
的に上昇しています。これが「地球温暖化」と呼ばれる現象です。

• 1850～2020年の間で､世界平均気温は1.09℃上昇しています。そ
して､気温変化に伴い､国内外では異常気象による災害が頻発して
います。

• 国内では2018(平成30)年､2020(令和2)年､2021(令和3)年､2022(令
和4)年と豪雨災害が頻発しているほか､海外では2019年に生じた
オーストラリアの大規模森林火災も記憶に新しいところです。

出典）全国地球温暖化防止活動推進センターHP

出典）全国地球温暖化防止活動推進センターHP

令和2年7月豪雨（熊本県） 令和3年7月豪雨（静岡県） オーストラリア森林火災
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３．地球温暖化と朝日町の状況

２)地球温暖化による影響

• 2021年8月に公表された第6次評価報告書では､最も排出の多い
最悪のシナリオの場合で､2100年の平均気温は最大5.7℃上昇す
ると予測されています。

• 地球温暖化に伴う､将来の主要なリスクとしては､海面上昇や､
洪水・豪雨､暑熱影響､食糧・水不足､生態系の損失等が挙げら
れており､全世界的に地球温暖化に取り組む必要があります。

• IPCC第6次評価報告書では､CO2の累積排出量と気温上昇量の変化
はほぼ比例関係にあることが記述されており､工業化前（1850
～1900年）からの気温上昇を1.5℃に抑えるためには､CO2累積排
出量を制限し､実質ゼロ排出を達成する必要があると示されて
います。

出典）全国地球温暖化防止活動推進センターHP

※IPCC:国連気候変動に関する政府間パネル(Intergovernmental Panel on Climate Change)の略。
人為起源による気候変化、影響、適応及び緩和方策に関し、科学的、技術的、社会経済学的な見地
から包括的な評価を行うことを目的として、1988(昭和63)年に国連環境計画(UNEP)と世界気象機関
(WMO)により設立された組織のこと。
各国政府を通じて推薦された科学者が参加し、5～6年ごとにその間の気候変動に関する科学研究か
ら得られた最新の知見を評価し、評価報告書(assessment report)にまとめて公表している。
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３．地球温暖化と朝日町の状況

３)富山県における気候変動の状況

• 過去（1939～2020年）の年平均気温は､10年間で0.23℃上
昇しており､長期変化傾向は上昇していると評価されます。

• 過去（1939～2020年）の日最高気温30℃以上（真夏日）の
年間日数は､10年間で1.7日増えており､長期変化傾向とし
ては上昇していると評価されます。

• 過去（1939～2020年）の日最高気温35℃以上（猛暑日）の
年間日数は､1990年代以降に急激に増加し､10年間で1.4日
増えており､長期変化傾向としては上昇していると評価さ
れます。

① 年平均気温

② 真夏日｜日最高気温30℃以上の年間日数

③ 猛暑日｜日最高気温35℃以上の年間日数

出典）気候変動適用情報プラットフォーム HP
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３．地球温暖化と朝日町の状況

(２)温暖化を巡る国内外の状況

１)世界及び日本の状況

• 地球温暖化の問題を解決するために､国内外において様々な検討がなされています。

• 日本においては「2050年カーボンニュートラル」（＝2050年までに温室効果ガスの排出
を実質ゼロにする）と「2030年度までに温室効果ガスの排出量を46％削減（2013年比）」
を表明しています。

世界及び日本の主な状況

2014年 ・気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が
「第5次評価報告書」を公表

2015年 ・国連サミットで「持続可能な開発目標」（SDGs）が採択
・第21回国連気候変動枠組条約締約国会議（COP21）で温室

効果ガス排出削減のための新たな国際枠組み「パリ協定」
が採択。⇒日本は「2030年温室効果ガス26％削減」を宣言

2016年 ・「地球温暖化対策計画」閣議決定
2018年 ・「第五次環境基本計画」閣議決定

・「第5次エネルギー基本計画」閣議決定
2019年 ・「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」閣議決定
2020年 ・菅首相所信表明で「2050年カーボンニュートラル」を表明
2021年 ・米国主催気候サミット開催

⇒日本は「2050年カーボンニュートラル」
及び「2030年温室効果ガス46％削減」を宣言

・IPCC「第6次評価報告書」公表
・「第6次エネルギー基本計画」閣議決定
・「地球温暖化対策計画」及び
「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」閣議決定

出典）「地球温暖化対策計画策定の背景と目的」（環境省HP）
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朝日町の地球温暖化防止のための主な取組

2003(平成15)年 「朝日町新エネルギービジョン」策定 計画期間 2003(平成15)年度～2010(平成22)年度

2008(平成20)年 「朝日町バイオマスタウン構想」策定

2009(平成21)年 「朝日町地域新エネルギー小水力発電詳細ビジョン」策定

2010(平成22)年 「朝日町地球温暖化防止実行計画」策定 (2010.12) 計画期間 2010(平成22)年度～2014(平成26)年度

2011(平成23)年 「朝日町グリーン購入基本方針」策定 (2011.3) 平成23年度購入分からグリーン購入(※)に取組む

2015(平成27)年 「第２期 朝日町地球温暖化防止実行計画」策定 (2015.4) 計画期間 2015(平成27)年度～2020(平成31)年度

2019(令和元)年 「朝日町再生可能エネルギービジョン」策定 計画期間 令和元(2019)年度～令和７(2025)年度

2020(令和２)年 「第３期 朝日町地球温暖化防止実行計画」策定 (2020.4) 計画期間 令和２(2020)年度～令和６(2024)年度

３．地球温暖化と朝日町の状況

２)朝日町の状況｜地球温暖化防止のための主な取組

• 2010(平成22)年に「朝日町地球温暖化防止実行計画」を策定。町有施設の事務･事業に係
る実行計画を策定し､温室効果ガス排出削減に取組んでいます。以降､計画を更新し､
2020(令和２)年に最新計画「第３期 朝日町地球温暖化防止実行計画」を策定しています。

• 再生可能エネルギーに関しては､2003(平成15)年に「朝日町新エネルギービジョン」を策
定。2019(令和元)年には「朝日町再生可能エネルギービジョン」を策定しています。

• また､2011(平成23)年には､「朝日町グリーン購入基本方針」策定。以降､紙類や文具･事務
用品等の特定調達品の購入に際し､グリーン購入に取組んでいます。

※グリーン購入
グリーン購入とは､製品やサービスを購入する際に､その購入の必要性を十分考慮し､品質や価格だけでなく､環境に与える影響をよく考え､

環境に与える負荷をできるだけ小さい製品やサービスを､環境負荷の低減に努める事業者から優先して購入することです。
グリーン購入を行うことは､ごみの増大､環境汚染､地球温暖化､資源の枯渇等の問題を発生原因から解決していくことに繋がります。
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３．地球温暖化と朝日町の状況

(３)朝日町の概要

１)気象

出典）「過去の気象データ」（気象庁HP）※気象庁の過去データから､最寄りの朝日観測所の平年値（1991～2020年｜30年間）を整理

▌平均気温 ｜3.4 ℃ (1月) ～ 26.6 ℃ (8月)

▌年降水量 ｜2,748 mm ＞ 平均 1,718 mm

▌年日照時間｜1,632 時間 ＜ 平均 1,850 時間

▌年間積雪量｜240 cm (最深積雪 35cm｜1月 ）

• 全国平均よりも日照時間が少なく､太陽光
発電の導入には､少々不利な状況です。



15朝日町

３．地球温暖化と朝日町の状況

２)土地利用

▌田 ｜ 1,574 ha ( 6.9%)

▌森 林 ｜19,602 ha (86.2%)

▌建物用地 ｜ 468 ha ( 2.1%)

• 行政区域の大半を「田」「森林」
が占めています。

出典）「国土数値情報」
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３)森林

• 森林の63％を「国有林」が占めて
います。

３．地球温暖化と朝日町の状況

出典）富山県森林・林業統計書
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３．地球温暖化と朝日町の状況

４)災害リスク

▌地震｜存在しない。

▌津波｜日本海側のごく一部で存在。 (全体の0.4％)

▌土砂｜平野部と山麓部の境界付近で存在。 （全体の8.9％）

▌洪水｜西部の平野部付近で存在。 （全体の9.6％）

※地震｜「全国地震動予測地図2020年版」（R3.3.26公表,防災科研HP）
今後30年間に震度６弱以上の揺れに見舞われる確率（最大ケース・全ての地震）が「26％以上」の範囲。

津波｜「国土数値情報」（国交省HP） 津波浸水想定の範囲。

土砂｜「国土数値情報」（国交省HP） 土砂災害警戒区域の範囲。
洪水｜「国土数値情報」（国交省HP） 洪水浸水想定区域の範囲。

糸魚川市
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▌域際収支 ｜－246 億円 (2018年) 域外に流出。

▌エネルギー代金｜ －23 億円 (2018年) 域外に流出。

▌基盤産業 ｜電子部品･デバイス､住宅賃貸業､金属製品に強い一方､

建設業､保険衛生･社会事業､卸売業に弱い。

４)災害リスク

３．地球温暖化と朝日町の状況

５)経済

表 町内産業の強みと弱み（朝日町）

※エネルギー代金｜
ガソリンや灯油を域外から調達する支出と再エネ等で域外に供給する収入の合計。ほとんどの
自治体で赤字となっており地域外に資金が流出している。
地域内でのエネルギーの地産地消を進めることでエネルギー代金の赤字額の低減が可能。

H25
（2013）

H27
（2015）

H30
（2018）

電子部品
・デバイス

電子部品
・デバイス

電子部品
・デバイス

26億円 55億円 49億円

はん用・生産用
・業務用機械

住宅賃貸業 住宅賃貸業

13億円 15億円 25億円

その他の
サービス

鋼鉄 金属製品

9億円 8億円 11億円

１位

２位

３位

外から稼ぐ力

H25
（2013）

H27
（2015）

H30
（2018）

卸売業
保健衛生

・社会事業
建設業

-33億円 -27億円 -36億円

情報通信業 卸売業
保健衛生

・社会事業

-21億円 -26億円 -33億円

金融・保険業 建設業 卸売業

-18億円 -24億円 -26億円

ワースト
２位

ワースト
３位

外から稼ぐ力

ワースト
１位

出典）「地域経済循環分析ツール」（環境省HP）
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３．地球温暖化と朝日町の状況

６)人口

▌人口 ｜ 減少傾向 ･･･（図1）

▌世帯数 ｜ 微減傾向 ･･･（図1）

▌人口比率｜ 高齢者(65歳以上)の割合が増加 ･･･（図2）

▌将来人口｜ 10,403人（2030年｜2022年比 0.99) ･･･（図3）

7,853人（2050年｜2022年比 0.75)

※2022(令和4)年 人口 10,525人（10月１日時点）

図1 人口・世帯数（朝日町） 図2 年齢3区分別人口比率（朝日町） 図3 人口の将来展望

出典）「朝日町人口ビジョン」（平成27年10月､朝日町）出典）「国勢調査」（総務省統計局）

出典）朝日町ホームページ

出典）「国勢調査」（総務省統計局）

20
30

10,403
7,853

20
50
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糸魚川市

３．地球温暖化と朝日町の状況

(４) 朝日町における再生可能エネルギーの導入状況※

出典）「自治体排出量カルテ」 図 再生可能エネルギーの導入位置図 再生可能エネルギーの導入状況

出典）「固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイト」
（経済産業省 資源エネルギー庁HP）のデータをもとに作図

※ 朝日町における再生可能エネルギーの導入状況は､資料編(53頁)に記載
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(H26)
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(H27)
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(H28)
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(H29)

2018年度

(H30)

2019年度

(R1)

2020年度

(R2)

太陽光発電

（10kW未満）

太陽光発電

（10kW以上）

水力発電

再生可能エネルギー導入状況は､国（経産省）の公表データの集計により把握しました。
• 2014年度以降､太陽光発電を中心に再生可能エネルギーの導入量は増加しており､事業者等

による10kW以上の太陽光発電が大半を占めています。町内の大規模発電所は４か所存在し
ます。 （発電出力｜720kW､500kW､350kW､350kW）

• 水力発電は朝日町土地改良区が保有する小川用水発電所（2016年稼働｜最大出力190kW）
に加え､2021年5月から相ノ又谷水力発電所（最大出力961kW｜水の国電力株式会社）が稼
働しています。

• 未導入の計画としては､陸上風力発電(北陸電力｜最大出力25,080kW) と水力発電（最大出
力199kW）が2030年までに運転を開始する見込みです。



４．朝日町の概況、地域課題



22朝日町

４．朝日町の概況、地域課題
• 朝日町の概況、地域課題は以下のとおりです

朝日町の概況､地域課題

･町の大半が「森林」
･豊かな風況
･豊富な小水力

 ポテンシャルや地域資源を活
かした再エネ導入
(太陽光､風力､小水力など)

人
口
減
少･

高
齢
化

課題解決の方向性

 遊休地や耕作放棄地の活用

･「系統」容量不足

施策案

･農林水産業従
事者の高齢化､
後継者不足

自
然
面

社
会
面

経
済
面

･頻発する自然災害

･遊休地､農作
放棄地の増加

･産業の活性化
･雇用の維持､創出

 災害に強い安全･安心なまち
づくり

･高齢者の移動
手段確保

･運輸部門の排出量が多い
家庭部門の排出量が多い

 車両EV･FCV化＋再エネ電力によ
る充電

 ZEH､HEMSの導入

 新たな産業創出
(木質バイオマス、洋上風力
発電等)

 DXの活用（ノッカルあさひまち）

･FIT終了
･再エネ設備更新

･域外へのエネルギー
代金の流出

 エネルギーの地産地消

 地域エネルギーの多角的かつ
効果的な活用

施策①｜再エネ導入促進施策

施策①-1｜未利用地等の活用促進
休耕地､営農型太陽光パネルの設置

施策①-2｜太陽光発電の導入促進
住宅や事務所への第三者所有モデルでの太陽光
パネルの設置

施策①-3｜風力発電の導入促進
陸上風力事業計画(既存)の推進
（2030年まで）
洋上風力事業計画(新規)の促進
（2050年まで）

施策①-4｜中山間地への再エネ導入促進
小水力発電､木質バイオマス（発電･熱供給）
及び町内産業の活性化

施策②｜普及促進施策

施策③｜EV普及促進施策

施策➃｜防災力強化構築施策

地域エネルギー活用組織などの設立
再エネ活用による地域課題の解決と地域経済の
活性化

家庭部門 ＺＥＨ、ＨＥＭＳの導入促進

業務部門 ＺＥＢ、ＢＥＭＳの導入促進

産業部門 省エネ機器、ＦＥＭＳの導入促進



23朝日町

４．朝日町の概況、地域課題（自然面）

• 町内には豊かな風況、中小水力のポテン
シャルが存在します。

(１)自然面 １)再エネポテンシャル

出典）「自治体再エネ情報カルテ」（環境省）より作成

• 行政区域の大半を森林が占めるため、森林
資源を利活用した再エネ創出が期待できま
すが、天然林や国有林が多いため、如何に
森林施業量を維持･増大するかが課題で
す。

出典）富山県森林・林業統計書出典）「国土数値情報」



24朝日町

４．朝日町の概況、地域課題（自然面｜風力発電の計画）

あさひ風力発電所(北陸電力｜検討中)
発電出力 最大30,000kW (6～7基)
年間発電量 約18,000世帯分
2027年運転開始を目指す

【関連】
入善町沖洋上風力発電（民間｜事業化）
発電出力 3,000kW×3基
年間発電量 約3,600世帯分

2022.9 認証審査完了
2023.3 基礎工事着手
2023.8 運転開始予定

• 町内では大規模陸上風力発電の計画、隣接の入善町でも大規模洋上風力の計画がありま
す。

(１)自然面 １)再エネポテンシャル（風力発電の計画）

• また､2022年9月30日、県は再エネ海域利用法に基づく促進区域の指定に関し「富山県東部
沖」について国へ情報提供し「一定の準備段階に進んでいる区域」として整理されました。



25朝日町

４．朝日町の概況、地域課題（自然面｜風力発電の計画）

• 町内では大規模陸上風力発電の計画、隣接の入善町でも大規模洋上風力の計画があります。

(１)自然面 １)再エネポテンシャル（風力発電の計画）



26朝日町

４．朝日町の概況、地域課題（自然面｜小水力発電の導入状況）

199kW｜運転開始前

5kW｜運転終了(2013年～2022年)

190kW｜運転中(2015年～)

961kW｜運転中
(2019年～)

出典）「朝日町再生可能エネルギービジョン」(2019.12)

• 町内では、2箇所の発電所が運転中、1か所が運転計画中です。

(１)自然面 １)再エネポテンシャル（小水力発電の計画）



27朝日町

４．朝日町の概況、地域課題（自然面｜自然災害）

(１)自然面 2)自然災害の状況

令和2年7月豪雨（熊本県） 令和3年7月豪雨（静岡県） オーストラリア森林火災(2019年)

• 地球温暖化により、1850～2020年の間で､世界平均気温は1.09℃上昇
しており､気温変化に伴い､国内外では異常気象による災害が頻発し
ています。

• 国内では2018(平成30)年､2020(令和2)年､2021(令和3)年､2022(令和
4)年と豪雨災害が頻発しているほか､海外では2019年に生じたオース
トラリアの大規模森林火災も記憶に新しいところです。

• 富山県内における自然災害の被害は少ないですが、頻発する自然災
害に備えて災害に強い安全･安心のまちづくりを進めていく必要があ
ります。



28朝日町

４．朝日町の概況、地域課題（社会面｜人口減少）

• 町内の人口減少、高齢化が進行しており、高齢者の移動手段確保が問題になっています。

(２)社会面 １)人口減少、高齢化

出典）ノッカルあさひまちプレスリリース（朝日町･(株)博報堂）

図1 人口・世帯数（朝日町） 図2 年齢3区分別人口比率（朝日町） 図3 人口の将来展望

出典）「朝日町人口ビジョン」（平成27年10月､朝日町）出典）「国勢調査」（総務省統計局） 出典）「国勢調査」（総務省統計局）

2030

10,675

8,446

2050

• 解決策の一環として、乗合い公共交通サービス「ノッカルあさひまち」が2021年10月より
本格運行しています。



29朝日町

４．朝日町の概況、地域課題（社会面｜系統（送電線）の状況）

・再エネ導入拡大に向けた課題のひとつが「系統(=送電網)」の問題です
系統の空き容量がないために、再エネの発電事業を計画しても、
系統につなぐこと（系統接続）ができないといった問題が発生しており、
朝日町エリアも、系統の空き容量がない状況です。

系統に乗せて域外に売電できないのであれば、
町で作った再エネは町で活用する。 （電力の地産地消）

課題解決方針

自営線による地域マイクログリッドの構築
電源調整力としての蓄電池の導入が必要。

出典）「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）」（環境省）
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４．朝日町の概況、地域課題（経済面、温室効果ガス）

• エネルギー代金23億円が域外に流出しています。
（2018年）

(３)経済面 １)域外へのエネルギー代金流出

(４)温室効果ガス

44%

41%

24%

18%

16%

16%

16%

21%

28%

20%

21%

31%
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富山県

朝日町

産業部門 業務その他部門 家庭部門 運輸部門 廃棄物分野（一般廃棄物）

• 朝日町は運輸部門及び家庭部門の排出割合が高い状況です。



５．再生可能エネルギー導入ポテンシャルの推計



32朝日町

５．再生可能エネルギー導入ポテンシャルの推計

(１)再生可能エネルギーの導入ポテンシャル

１)再生可能エネルギーとは
• 再生可能エネルギーとは､太陽光・風力・水力・地熱・太陽熱といった自然界に存在する非

化石エネルギーのことです。石油や石炭､天然ガス等の化石燃料由来のエネルギーとは異な
り､枯渇の心配がなく､二酸化炭素も排出しません。

項 目 内 容

電

気

太陽光発電
太陽の光エネルギーを太陽電池により電気に変換する発電方法です。
気象条件で発電出力が左右されることが課題です。

風力発電
風のエネルギーを電気エネルギーに変える発電方法です。
風があれば夜間でも発電できますが発電コストが高いことが課題です。

バイオマス発電
バイオマス（家畜排泄物､稲ワラ､林地残材）を「燃焼」したり「ガス化」する発電方法です。
農山漁村の活性化が期待できますが､収集･運搬･管理にコストがかかり小規模分散型になりがちです。

水力発電
河川・用水等の水の流れるエネルギーを水車等で電気エネルギーに変える発電方法です。
安定供給・長期稼働が可能ですが比較的高コストで水利権の調整等地域住民の理解が不可欠です。

地熱発電
火山帯の熱を利用し､高温蒸気でタービンを回し電気エネルギーに変える発電方法です。
安定供給や､蒸気や熱水の農･漁業や暖房への再利用が可能ですが
国立公園や温泉施設等の地域と重なることが多く､地元関係者の調整が不可欠です。

熱

太陽熱
太陽の熱エネルギーを太陽集熱器に集め､熱媒体を暖め給湯や冷暖房等に活用するシステムです。
機器の構成が単純で実績も多く､給湯利用の多い介護施設等でも容易に導入が可能です。

地中熱
浅い地盤中に存在する低温の熱エネルギーと外気温度との温度差を利用し冷暖房を行うシステムです。
騒音が小さく､ヒートアイランド現象の原因になりにくいという利点がありますが､
設備導入にかかる初期費用が高いことが課題です。



33朝日町

５．再生可能エネルギー導入ポテンシャルの推計

２) 再生可能エネルギーの導入ポテンシャル
• 再生可能エネルギーの導入ポテンシャルは､国（環境省）が提供している「REPOS 再生可

能エネルギー情報提供システム」※ 及び「自治体再エネ情報カルテ」より把握しました。
• 再エネ(電気)は太陽光､風力､小水力､地熱等、再エネ(熱)は太陽熱､地中熱のポテンシャル

が確認されました。なお洋上風力はポテンシャルマップはありますが、市町村別のポテン
シャルの数値は存在しないため、数値上は集計していません。

※ 「REPOS 再生可能エネルギー情報提供システム」の詳細及び導入ポテンシャルの算定方法は資料編（54頁）に記載

※GJ（ギカ・ジュール）
・“ギカ”は10の9乗のことで“ジュール”は仕事､エネルギー､熱量､電力量を表す国際単位（SI単位）です。
・1ジュールは､1ニュートン（＝0.102kg）の力で物体を1メートル動かすときの仕事量を表します。
・テラ(T)は10の12乗､メガ(M)は10の6乗を表し､0.001TJ = 1GJ ＝ 1,000MJ ＝ 1,000,000kJ ＝ 1,000,000,000Jです。

表 再生可能エネルギーポテンシャル

図 再生可能エネルギーポテンシャル

単位：GJ/年

再
エ
ネ
(
電
気

)
再

エ
ネ
(
熱

)

出典）「自治体再エネ情報カルテ」（環境省）より作成

出典）「自治体再エネ情報カルテ」（環境省）より作成
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34朝日町

５．再生可能エネルギー導入ポテンシャルの推計

①太陽光 • 西部の平野部を中心に太陽光発電のポテンシャルが高い状況です。

図 再生可能エネルギーポテンシャルマップ（太陽光） 出典）「REPOS 再生可能エネルギー情報提供システム」（環境省）



35朝日町

５．再生可能エネルギー導入ポテンシャルの推計

②陸上風力 • 沿岸付近の北部の山間部を中心に陸上風力のポテンシャルが高い状況です。

出典）「REPOS 再生可能エネルギー情報提供システム」（環境省）図 再生可能エネルギーポテンシャルマップ（陸上風力）



36朝日町

５．再生可能エネルギー導入ポテンシャルの推計

③洋上風力 • 入善町～朝日町沿岸にかけてポテンシャルが存在しています。

出典）「REPOS 再生可能エネルギー情報提供システム」（環境省）図 再生可能エネルギーポテンシャルマップ（洋上風力）



37朝日町

５．再生可能エネルギー導入ポテンシャルの推計

➃中小水力（河川） • 山麓部を中心に小水力(河川)ポテンシャルが存在しています。

図 再生可能エネルギーポテンシャルマップ（小水力） 出典）「REPOS 再生可能エネルギー情報提供システム」（環境省）



38朝日町

５．再生可能エネルギー導入ポテンシャルの推計

⑤地中熱 • 西部の平野部を中心に地中熱の導入ポテンシャルが高い状況です。

出典）「REPOS 再生可能エネルギー情報提供システム」（環境省）図 再生可能エネルギーポテンシャルマップ（地中熱）



６．2050年カーボンニュートラルに向けた
削減目標設定
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６．2050年カーボンニュートラルに向けた削減目標設定

(１) 温室効果ガス排出量※の現況推計

温室効果ガス排出量は「自治体排出カルテ」※(環境省) より把握しました。

• 温室効果ガス排出量は2007年をピークに減少。
• 最新年2019年の

温室効果ガス排出量は 79 千t-CO2 ､削減量は ▲26 千t-CO2  (▲25.0％削減）(2013年比)

• 内訳は 産業部門が 19 千t-CO2 ､削減量は ▲ 4 千t-CO2 （▲17.0％削減）(2013年比)

業務部門が 13 千t-CO2 ､削減量は ▲10 千t-CO2 （▲43.3％削減）(2013年比)

家庭部門が 22 千t-CO2 ､削減量は ▲ 8 千t-CO2 （▲25.8％削減）(2013年比)

運輸部門が 24 千t-CO2 ､削減量は ▲ 5 千t-CO2 （▲17.7％削減）(2013年比)

出典）「自治体排出カルテ」（環境省）

※ 朝日町における温室効果ガス排出量（＝自治体排出カルテ）の詳細は､資料編（69頁）に記載
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６．2050年カーボンニュートラルに向けた削減目標設定

(２) 温室効果ガス吸収量の現況推計

１)森林吸収量

出典）「東京の木・森のしごと」
（東京都 農林水産部 森林課HP）

推計式

出典）「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定･実施
マニュアル（算定手法編）（Ver1.1）」（環境省）

• 森林による温室効果ガス吸収量を「地方公共団体実行計画
（区域施策編）策定･実施マニュアル算定手法編ver1.1」（環境省）
（以下「マニュアル」といいます）により算定したところ
11.6［千t-CO2/年］と推計されました。

• 森林吸収量の算定は､木が成長する過程で吸収される二酸化炭素が対
象のため､森林施業で適切に管理（主伐･間伐）されている森林が対
象です。国有林のような放置されたままの森林は､温室効果ガスの吸
収量の計算には組み入れられません。

※材積量［単位：ｍ3 ］
・立木・丸太・製材品の体積を示します
・立木では胸高(1.2ｍ)直径､丸太では中央直径と長さの積から材積を求めます
・森林面積との直接的な関連性はありません

富山県 地方公共団体実行計画(区域施策編）
森林･林業統計書 策定･実施マニュアル　算定手法編 Ver1.1

バイオマス
拡大係数

容積
密度

地下部
比率

炭素
含有量

炭素
蓄積量

二酸化炭素
吸収量

V2019-V2018 BEFi WDi Ri CFi C CO2
［千m3/年］ >林齢20年 ［千t-C/年］ ［千t-CO2/年］

針葉樹
(スギ)

12.756 1.23 0.314 0.25 0.51 3.14 -11.52

広葉樹 0.028 1.26 0.624 0.26 0.48 0.01 -0.05

12.784 -11.6

材積量の差（R1-H30）

朝日町



42朝日町

６．2050年カーボンニュートラルに向けた削減目標設定

(３) エネルギー消費量の現況推計

• 朝日町のエネルギー消費量は､都道府県エネルギー消費統計における富山県のエネルギー
消費量を､各種統計資料を用いて部門別・年度別に按分することにより算出しました。

２)エネルギー消費量（熱）

• 2013年をピークに減少しています。近年は
消費量が減り､2019年は298TJでした。

• 部門別の消費量は､家庭部門の消費が全体の
約39％を占めており､次いで産業部門が約
35％､業務部門が約23％を占めています。

• 2013年をピークに減少しています。
2019年は期間中最小の631TJでした。

• 部門別の消費量は､運輸部門の消費が全
体の約55％を占めており､次いで産業部
門が約22％を占めています。

１)エネルギー消費量（電気）

※TJ（テラ・ジュール）
・“テラ”は10の12乗のことで“ジュール”は仕事､エネルギー､熱量､電力量を表す国際単位（SI単位）です。
・1ジュールは､1ニュートン（＝0.102kg）の力で物体を1メートル動かすときの仕事量を表します。
・ギカ(G)は10の9乗､メガ(M)は10の6乗を表し､1TJ = 1,000GJ ＝ 1,000,000MJ ＝ 1,000,000,000kJ ＝ 1,000,000,000,000Jです。
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６．2050年カーボンニュートラルに向けた削減目標設定

(４) 温室効果ガス排出量の将来推計（現状趨勢ケース｜BAUシナリオ）

• 現状趨勢ケース（=何も対策しない場合）における温室効果ガス排出量(エネルギー起源
CO2) の将来推計は以下の手法で算出しました。

「活動量」：
エネルギー需要の生じる基となる社会経済の活動の指標であり､部門ごとに世帯数や製造品出荷額などが用い
られます。人口減少や経済成長による CO2 排出量の変化は､活動量の増減によって表されます。

「エネルギー消費原単位」：
活動量当たりのエネルギー消費量であり､対象分野のエネルギー消費量を活動量で除して算定します。活動量
自体の変化ではなく建物の断熱化や省エネ機器の導入などエネルギー消費量の削減対策による CO2 排出量の
変化は､エネルギー消費原単位の増減で表されます。

「炭素集約度」：
エネルギー消費量当たりの CO2 排出量であり､再エネ熱（太陽熱､木質バイオマスなど）の使用や再エネで発
電された電力の使用などの利用エネルギーの転換による CO2 排出量の変化は､炭素集約度の増減として表され
ます。

出典）「地方公共団体における長期の脱炭素シナリオ作成方法とその実現方策に係る参考資料Ver.1.0」（令和3年3月､環境省）

すうせい
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６．2050年カーボンニュートラルに向けた削減目標設定

(４) 温室効果ガス排出量の将来推計（現状趨勢ケース｜BAUシナリオ）活動量の設定

▌産業部門 ｜製造品出荷額､従業者数の対数近似

▌業務その他部門｜従業者数の対数近似

▌家庭部門 ｜世帯数「朝日町人口ビジョン」(H27.10)の推計

▌運輸部門(自動車)｜自動車保有台数の対数近似

▌運輸部門(鉄道) ｜人口「朝日町人口ビジョン」(H27.10)の推計

産業部門（製造業）- 製造品出荷額等 産業部門（建設業・鉱業）- 従業者数 産業部門（農林水産業）- 従業者数

(億円) (人) (人)

業務その他部門 - 従業者数 家庭部門 - 世帯数 運輸部門（自動車）- 自動車保有台数

(人) (世帯) (台)

515 480 450
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2030年度 2030年度

排出量
［千t-CO2］

現在の活動量
将来の
活動量
(推計値)

活動量
変化率 BAU排出量

［千t-CO2］

① ② ③ ④(=③/②) ①×④
産業部門 17
　　製造業 14 製造品出荷額等(億円) 153 135 0.88 12

　　建設業・鉱業 1 従業者数
(人) 556 515 0.93 1

　　農林水産業 4 従業者数
(人) 110 110 1.00 4

業務その他部門 13 従業者数
(人) 3,151 3,150 1.00 13

家庭部門 22 住民基本台帳世帯数
(世帯) 4,772 3,721 0.78 17

運輸部門 24
　　自動車｜旅客 13 自動車保有台数｜旅客(台) 8,267 8,250 1.00 13

　　自動車｜貨物 10 自動車保有台数｜貨物(台) 2,181 2,100 0.96 10

　　鉄道 1 人口(人) 11,829 10,675 0.90 1

　　船舶 0 入港船舶総トン数
(トン)

廃棄物部門｜一般廃棄物 1 人口(人) 11,829 10,675 0.90 1

計 79 72

2019年度(現状年)

６．2050年カーボンニュートラルに向けた削減目標設定

(４) 温室効果ガス排出量の将来推計（現状趨勢ケース｜BAUシナリオ）
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６．2050年カーボンニュートラルに向けた目標設定

(５) 2030年及び2050年の温室効果ガス排出量の目標設定（脱炭素シナリオ）

将来の温室効果ガス排出量の目標

短期目標（2030年） 53 千t-CO2以下

中期目標（2040年） 33 千t-CO2以下

長期目標（2050年） 12 千t-CO2以下

• 2050年の温室効果ガス排出量（長期目標）は吸収
量で相殺可能な12［千t-CO2］以下と設定しました。

• 2030年（短期目標）の排出量は､町独自の省エネ施
策の実施により、国の排出削減目標46％削減を上
回る50％削減の53［千t-CO2］以下と設定しました。

• 2040年（中期目標）の排出量は､2030年排出目標53
［千t-CO2］と長期目標12［千t-CO2］を直線的に結
んだ点の33［千t-CO2］を設定しました。
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７．2050年度ゼロカーボンシティ実現に向けた

再生可能エネルギー導入目標の設定
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７．2050年度ゼロカーボンシティ実現に向けた再生可能エネルギー導入目標の設定

2050年温室効果ガス排出実質ゼロに向けたシナリオは以下の手順で検討します。

• 国は､2030年に温室効果ガスの46％削減（2013年度比）及び2050年の排出実質ゼロを目指し､
「第6次エネルギー基本計画」（令和3年10月22日閣議決定）の「2030年度におけるエネル
ギー需給の見通し（関連資料）」や「地球温暖化対策計画」（令和3年10月22日閣議決定）
を策定しています。

• 本町の脱炭素に向けた検討では､それら国の施策の展開による町への効果量を基本削減量
として検討した上で､目標や対策を立案していきます。

• 本検討では､以下のフローのとおり､国対策の「省エネ施策」を対象に町への寄与分を
推計した上で､再エネ･省エネ導入対策必要量を検討しました。

(１) 2050年温室効果ガス排出実質ゼロに向けたシナリオ
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・温室効果ガス排出量に関連する各部門の「活動量」の変化量を推計し、推計した活動量の現況推移から
推計式（近似式）を作成して、2030年、2040年、2050年の活動量を推計しました。

・推計した2030年、2040年、2050年の活動量における現況値（2019年度）からの変化率を求め、BAUシナリオ
の温室効果ガス排出量を推計しました。

部門

活動量の概要 実績値 活動量：将来推計 温室効果ガス排出量

活動量 出典資料
単
位

2019年
（現状
年）

2030年
（目標
年)

活動量
変化率

2040年
（目標
年）

活動量
変化率

2050年
（目標
年）

活動量
変化率

単位：千t-CO2

2019年 2030年 2040年 2050年

① ② ③ ④ ①・④ ②・④ ③・④

産
業

製造業 製造品出荷額
排出量
カルテ

億円 153 135 0.88 135 0.88 135 0.88 14 12 12 12

建設業
･鉱業

従業者数
排出量
カルテ

人 556 515 0.93 480 0.86 450 0.81 1 1 1 1

農林水
産業

従業者数
排出量
カルテ

人 110 110 1.00 110 1.00 110 1.00 4 4 4 4

業務 従業者数
排出量
カルテ

人 3,151 3,150 1.00 3,150 1.00 3,150 1.00 13 13 13 13

家庭 総世帯数
排出量
カルテ

世帯 4,772 3,721 0.78 2,996 0.63 2,510 0.53 22 17 14 12

運
輸

旅客
自動車

保有台数
排出量
カルテ

台 8,267 8,250 1.00 8,200 0.99 8,150 0.99 13 13 13 13

貨物
自動車

保有台数
排出量
カルテ

台 2,181 2,100 0.96 2,050 0.94 2,000 0.92 10 10 9 9

鉄道 人口
排出量
カルテ

人 11,829 10,675 0.90 9,442 0.80 8,446 0.71 1 1 1 1

廃棄物 人口
排出量
カルテ

人 11,829 10,675 0.90 9,442 0.80 8,446 0.71 1 1 1 1

合計 79 72 68 65

(２) 温室効果ガス排出量の将来推計（BAUシナリオ｜活動量の変化）
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部門 分野 活動量
変化率(対2019年)

2030 2040 2050

産業
部門

製造業 製造品出荷額 0.88 0.88 0.88

建設業鉱業 従業者数 0.93 0.86 0.81

農林水産業 従業者数 1.00 1.00 1.00

業務部門 従業者数 1.00 1.00 1.00

家庭部門 世帯数 0.78 0.63 0.53

運輸
部門

自動車(旅客) 自動車台数 1.00 0.99 0.99

自動車(貨物) 自動車台数 0.96 0.94 0.92

鉄道 人口 0.90 0.80 0.71

・温室効果ガス排出量に関連する各部門の「活動量」の変化量
を推計し、推計した活動量の現況推移から推計式（近似式）
を作成して、2030年、2040年、2050年の活動量を推計しました。

・推計した2030年、2040年、2050年の活動量における現況値
（2019年度）からの変化率を求め、BAUシナリオの温室効果
ガス排出量を推計しました。

(３) 温室効果ガス排出量の将来推計（BAUシナリオ）
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2030年における国の省エネ施策の町寄与分は、各種統計資料からの按分によって推計しました。

部門 活動量 単位
朝日町
(2019)

国
(2019)

按分

産業
部門

製造業
製造品
出荷額

億円 153 3,225,334 0.00％

建設業
･鉱業

建築着工統計
工事費予定額

万円 86,904 2,728,088,441 0.00％

製造品
出荷額

万円 130,111 765,345,600 0.00％

農林水
産業

農業総
算出額

千万
円

172 905,126 0.02％

業務その他
部門

建築着工統
計の床面積

m2 5,375 127,555,033 0.00％

家庭部門 総世帯数 世帯 4,772 59,071,519 0.01％

運輸
部門

自動車
｜旅客

自動車
保有台数

台 8,267 63,698,454 0.01％

自動車
｜貨物

自動車
保有台数

台 2,181 15,754,711 0.01％

鉄道 人口 人 11,829 127,138,033 0.01％

(４) 国の省エネ施策の町への寄与分及び再エネ導入量の推計
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７．2050年度ゼロカーボンシティ実現に向けた再生可能エネルギー導入目標の設定

１)検討手順

• 再エネ導入目標の設定については、現状趨勢（BAU）ケースの温室効果ガス排出量を推計し、
それに対して国の省エネ施策を反映した上で、削減目標に不足する部分について、町の再
エネ導入目標として設定しました。

現状趨勢（BAU）ケースの推計 

対策を講じない場合の温室効果ガス排出量の将来推計 

 

省エネ施策の反映 

国・町の省エネ施策による効果量の推計 

 

再エネ導入目標の検討 

町の再エネ導入目標 

 

(５) 再エネ導入目標の設定
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２) 国の省エネ施策（町寄与分）

• 国は、2030年に温室効果ガス排出量－46％（2013年度比）、2050年の排出量実質ゼロを目
指して、エネルギー基本計画や地球温暖化対策計画等を策定しています。

• 本町の脱炭素化に向けた施策の検討では、それら国の施策のうち「省エネ施策」による本
町への効果量を踏まえたうえで目標や施策を策定することとしました。

• 本町への効果量は、製造品出荷額や従業者数等について国と本町の比率を用いて按分しま
した。

部門 活動量 単位
朝日町
(2019)

国
(2019)

按分

産業
部門

製造業
製造品
出荷額

億円 153 3,225,334 0.00％

建設業
･鉱業

建築着工統計
工事費予定額

万円 86,904 2,728,088,441 0.00％

製造品
出荷額

万円 130,111 765,345,600 0.00％

農林水
産業

農業総
算出額

千万
円

172 905,126 0.02％

業務その他
部門

建築着工統
計の床面積

m2 5,375 127,555,033 0.00％

家庭部門 総世帯数 世帯 4,772 59,071,519 0.01％

運輸
部門

自動車
｜旅客

自動車
保有台数

台 8,267 63,698,454 0.01％

自動車
｜貨物

自動車
保有台数

台 2,181 15,754,711 0.01％

鉄道 人口 人 11,829 127,138,033 0.01％

表 国と町との按分比率
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部門
2013年度
排出量
【基準】

2019年度
排出量
【現状】

取組内容

2030年度
排出量

（2013年度比

削減目標）

産業 23.0 19.1

【国省エネ施策】
・省エネ設備・機器導入
・FEMSを利用したエネルギー管理
・電力排出係数の改善

15.8
(▲31%)

業務 22.3 12.7

【国省エネ施策】
・建築物の省エネ化（新築・改修）
・高効率な省エネ機器の普及
・ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ制度による機器の省エネ性能向上
・BEMSの活用、省エネ診断を通じたｴﾈﾙｷﾞｰ管理
・上下水道における省エネ･再エネ導入
・廃棄物処理における取組
・国民運動の推進
・電力排出係数の改善

10.8
(▲52%)

家庭 30.1 22.3

【国・町省エネ施策】
・住宅の省エネ化（新築・改修）
・高効率な省エネ機器の普及
・HEMS･スマートメータを利用したエネルギー管理
・ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ制度による機器の省エネ性能向上
・国民運動の推進
・電力排出係数の改善

10.0
(▲67％)

運輸 29.6 24.4

【国省エネ施策】
・次世代自動車の普及、燃費改善
・道路交通流対策､公共交通機関の利用促進
・自動車運送のｸﾞﾘｰﾝ化、ﾄﾗｯｸ輸送の効率化等
・鉄道の省エネ化･脱炭素化

17.4 
(▲41％)

廃棄物 0.7 0.9
0.8

(17％)
再エネ
導入

▲1.8
（▲2％）

計 105.7 79.3
53.0

(▲50％)

表 部門別温室効果ガス排出量・削減率
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７．2050年度ゼロカーボンシティ実現に向けた再生可能エネルギー導入目標の設定

３) 再エネ導入目標の設定

• 国施策による省エネ削減量を考慮した上で、温室効果ガ
ス排出目標との差を、町が実施する追加対策量と設定し
ました。

• 町の再エネ導入目標は、この追加対策量を、基準年にお
ける電力排出係数（0.628千t-CO2/GWh）で電力量に換算
することで設定しました。

省エネ削減
(国施策分)

省エネ削減
(国施策分)

省エネ削減
(国施策分)

追加対策量

-1.8千t-CO2

再エネ
導入目標

3GWh
(10TJ)

追加対策量

-16.4千t-CO2

再エネ
導入目標

26GWh
(94TJ)

追加対策量

-30.2千t-CO2

再エネ
導入目標

48GWh
(173TJ)

目標
指標

ターゲット年と目標値

2030年 2040年 2050年

CO2
排出量

53
千t-CO2
(-48％)

34
千t-CO2
(-68％)

12
千t-CO2
(-89％)

再エネ
導入目標

3GWh/年
(10TJ)

26GWh/年
(94TJ)

48GWh/年
(173TJ)

省エネ削減
(町施策分)5
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７．2050年度ゼロカーボンシティ実現に向けた再生可能エネルギー導入目標の設定

再エネ導入
見込に伴う
温室効果
ガス削減量

42千t-CO2

省エネ削減
(国施策分)

省エネ削減
(国施策分)

省エネ削減
(国施策分)

再エネ導入
見込に伴う
温室効果
ガス削減量

45千t-CO2

再エネ導入
見込に伴う
温室効果
ガス削減量

48千t-CO2

目標
指標

ターゲット年と目標値

2030年 2040年 2050年

CO2
排出量

53
千t-CO2
(-50％)

34
千t-CO2
(-68％)

12
千t-CO2
(-89％)

再エネ
導入目標

3GWh/年
(10TJ)

26GWh/年
(94TJ)

48GWh/年
(173TJ)

再エネ
導入見込

67GWh/年
(241TJ)

72GWh/年
(258TJ)

76GWh/年
(275TJ)

再エネ導入による
CO2削減見込

42
千t-CO2

45
千t-CO2

48
千t-CO2

省エネ削減
(町施策分)5
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2030年 備　考
ポテン
シャル比

再エネ区分 設備利用率

太陽光（建物系） 3,000 kW 5kW級×60棟/年(※)×10年間 4 GWh/年 3.4% 2 千t-CO2 13 TJ 107 GWh 太陽光発電(10kW未満) 0.137

太陽光（土地系） 500 kW 500kW級1基追加(想定) 1 GWh/年 0.2% 0 千t-CO2 3 TJ 306 GWh 太陽光発電(10kW以上) 0.172

陸上風力 25,080 kW 既存計画(未運転) 62 GWh/年 34.6% 39 千t-CO2 221 TJ 178 GWh 陸上風力発電 0.280

中小水力 199 kW 既存計画(未運転) 1 GWh/年 0.5% 1 千t-CO2 4 TJ 220 GWh 中小水力発電 0.600

67 GWh/年 42 千t-CO2 241 TJ
※朝日町の新築建築物　60棟「建築物着工統計」より(2017～2019年の平均)

2040年 備　考
ポテン
シャル比

再エネ区分 設備利用率

太陽光（建物系） 6,000 kW 5kW×60棟/年×20年間 7 GWh/年 6.7% 5 千t-CO2 26 TJ 107 GWh 太陽光発電(10kW未満) 0.137

太陽光（土地系） 1,000 kW ＋500kW級1基追加(想定) 2 GWh/年 0.5% 1 千t-CO2 5 TJ 306 GWh 太陽光発電(10kW以上) 0.172

陸上風力 25,080 kW 62 GWh/年 34.6% 39 千t-CO2 221 TJ 178 GWh 陸上風力発電 0.280

中小水力 244 kW ＋小水力9kW級5基追加(想定) 1 GWh/年 0.6% 1 千t-CO2 5 TJ 220 GWh 中小水力発電 0.600

72 GWh/年 45 千t-CO2 257 TJ

2050年 備　考
ポテン
シャル比

再エネ区分 設備利用率

太陽光（建物系） 9,000 kW 5kW×60棟/年×30年間 11 GWh/年 10.1% 7 千t-CO2 39 TJ 107 GWh 太陽光発電(10kW未満) 0.137

太陽光（土地系） 1,500 kW ＋500kW級1基追加(想定) 2 GWh/年 0.7% 1 千t-CO2 8 TJ 306 GWh 太陽光発電(10kW以上) 0.172

陸上風力 25,080 kW 62 GWh/年 34.6% 39 千t-CO2 221 TJ 178 GWh 陸上風力発電 0.280

中小水力 334 kW ＋小水力9kW級10基追加(想定) 2 GWh/年 0.8% 1 千t-CO2 6 TJ 220 GWh 中小水力発電 0.600

76 GWh/年 48 千t-CO2 275 TJ

温室効果ガス
削減量

温室効果ガス
削減量

温室効果ガス
削減量

設備容量
（想定）

設備容量
（想定）

設備容量
（想定）

年間発電電力
量（想定）

年間発電電力
量

年間発電電力
量

導入ポテ
ンシャル

導入ポテ
ンシャル

導入ポテ
ンシャル

エネル
ギー量

エネル
ギー量

エネル
ギー量
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※ 再エネ試算（2030年）
発電電力量
（2020年）

単位
発電電力量
（2020年）

単位

太陽光発電（10kW未満） 1.4 TJ/年 378 MWh/年
太陽光発電（10kW以上） 13.7 TJ/年 3,818 MWh/年
風力発電 0.0 TJ/年 0 MWh/年
水力発電 3.7 TJ/年 1,025 MWh/年
地熱発電 0.0 TJ/年 0 MWh/年
バイオマス発電 0.0 TJ/年 0 MWh/年

18.8 TJ/年 5,221 MWh/年

電気使用量
（2019年）

単位
電気使用量
（2019年）

単位 2050年に20％省エネを想定↓

2019年 255 TJ/年 70,900 MWh/年 省エネ率 5.7%

2030年(想定) 241 TJ/年 熱から電気への転換 0 TJ

設備利用率
導入見込(2050年) 単位 年間発電電力量 単位 設備容量 単位 備考 再エネ区分 設備利用率

太陽光（建物系） 14 TJ/年 3,600.4 MWh/年 3,000 kW 5kW×60戸×10年（ポテンシャルの3.4％） 太陽光発電(10kW未満) 0.137
太陽光（土地系） 16 TJ/年 753.4 MWh/年 500 kW 500kW×1か所　（ポテンシャルの0.2％） 太陽光発電(10kW以上) 0.172
陸上風力 221 TJ/年 61,516.2 MWh/年 25,080 kW 既存計画 25,080kW（ポテンシャルの35％） 陸上風力発電 0.280
小水力 7 TJ/年 1,045.9 MWh/年 199 kW 199kW級×1基　　（ポテンシャルの0.5％） 中小水力発電 0.600
地熱 0 TJ/年 0.0 MWh/年 0 kW バイオマス発電 0.765
バイオマス 0 TJ/年 0.0 MWh/年 0 kW 地熱発電 0.748

260 TJ/年 66,915.9 MWh/年 28,779 kW

導入ポテンシャル 単位 導入ポテンシャル 単位
太陽光（建物系） 385 TJ/年 106,973.1 MWh/年 3.4%
太陽光（土地系） 1,102 TJ/年 306,193.1 MWh/年 0.2%
陸上風力 641 TJ/年 177,945.5 MWh/年 35%
小水力（河川） 792 TJ/年 220,123.9 MWh/年 0.5%
小水力（農業用水路） 0 TJ/年 0.0 MWh/年
地熱 0 TJ/年 1.5 MWh/年

2,920 TJ/年 811,237.0 MWh/年

熱需要量 単位

2018年 402 TJ/年 ←エネルギー消費統計より

2030年（想定） 379 TJ/年

設備容量 単位 備考
太陽熱 0 TJ/年 0.0 GJ/年 0 基 1基あたり7,831MJ/年（東京都の事例）
地中熱 0 TJ/年 63.1 GJ/年 1 kW 30kW×1基（公共施設を中心） 設備稼働率（80％と想定） 0.800
バイオマス 0 TJ/年 0.0 GJ/年 0 基 ボイラ―(6t/h)×0基 1基あたり3,000kL/年の重油削減と想定

0 TJ/年 63.1 GJ/年 1 kW A重油発熱量38.90MJ/Lと想定

太陽熱 84 TJ/年 84,429.6 GJ/年
地中熱 1,094 TJ/年 1,093,878.4 GJ/年

1,178 TJ/年 1,178,308.1 GJ/年

再生可能エネルギー（熱）合計

導入ポテンシャル（熱）

再生可能エネルギー（熱）合計

再生可能エネルギー（電気）合計

導入ポテンシャル
（電気）

再生可能エネルギー（電気）合計

熱需要量

再エネ導入見込
（2030年）

再エネ導入実績
（2020年）

再生可能エネルギー（電気）合計

電気使用量

再エネ導入実績＋
導入見込（2030年）
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※ 再エネ試算（2030年）
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※ 再エネ試算（2050年）

発電電力量
（2020年）

単位
発電電力量
（2020年）

単位

太陽光発電（10kW未満） 1.4 TJ/年 378 MWh/年
太陽光発電（10kW以上） 13.7 TJ/年 3,818 MWh/年
風力発電 0.0 TJ/年 0 MWh/年
水力発電 3.7 TJ/年 1,025 MWh/年
地熱発電 0.0 TJ/年 0 MWh/年
バイオマス発電 0.0 TJ/年 0 MWh/年

18.8 TJ/年 5,221 MWh/年

電気使用量
（2019年）

単位
電気使用量
（2019年）

単位

2019年 255 TJ/年 70,900 MWh/年 省エネ率 20%

2050年(想定) 204 TJ/年 熱から電気への転換 0 TJ

設備利用率
導入見込(2050年) 単位 年間発電電力量 単位 設備容量 単位 備考 再エネ区分 設備利用率

太陽光（建物系） 19 TJ/年 4,800.5 MWh/年 4,000 kW 5kW×1,000戸     （ポテンシャルの 4％） 太陽光発電(10kW未満) 0.137
太陽光（土地系） 68 TJ/年 15,067.2 MWh/年 10,000 kW 1,000kW×10か所  （ポテンシャルの 4％） 太陽光発電(10kW以上) 0.172
陸上風力 221 TJ/年 61,516.2 MWh/年 25,080 kW 既存計画 30,000kW（ポテンシャルの35％） 陸上風力発電 0.280
小水力 13 TJ/年 2,628.0 MWh/年 500 kW 計500kW 中小水力発電 0.600
地熱 0 TJ/年 0.0 MWh/年 0 kW バイオマス発電 0.765
バイオマス 0 TJ/年 0.0 MWh/年 0 kW 地熱発電 0.748

321 TJ/年 84,011.9 MWh/年 39,580 kW

導入ポテンシャル 単位 導入ポテンシャル 単位
太陽光（建物系） 385 TJ/年 106,973.1 MWh/年 4%
太陽光（土地系） 1,102 TJ/年 306,193.1 MWh/年 5%
陸上風力 641 TJ/年 177,945.5 MWh/年 35%
小水力（河川） 792 TJ/年 220,123.9 MWh/年 1%
小水力（農業用水路） 0 TJ/年 0.0 MWh/年
地熱 0 TJ/年 1.5 MWh/年

2,920 TJ/年 811,237.0 MWh/年

熱需要量 単位

2018年 402 TJ/年 ←エネルギー消費統計より

2050年（想定） 322 TJ/年

設備容量 単位 備考
太陽熱 0 TJ/年 0.0 GJ/年 0 基 1基あたり7,831MJ/年（東京都の事例）
地中熱 189 TJ/年 189,216.0 GJ/年 3,000 kW 30kW×100基（公共施設・住宅を中心） 設備稼働率（80％と想定） 0.800
バイオマス 0 TJ/年 0.0 GJ/年 0 基 ボイラ―(6t/h)×1基 1基あたり3,000kL/年の重油削減と想定

189 TJ/年 189,216.0 GJ/年 3,000 kW A重油発熱量38.90MJ/Lと想定

太陽熱 84 TJ/年 84,429.6 GJ/年
地中熱 1,094 TJ/年 1,093,878.4 GJ/年
バイオマス TJ/年 GJ/年

1,178 TJ/年 1,178,308.1 GJ/年

導入ポテンシャル（熱）

再エネ導入実績
（2020年）

再生可能エネルギー（電気）合計

再生可能エネルギー（熱）合計

再生可能エネルギー（電気）合計

再エネ導入見込
（2050年）

再生可能エネルギー（熱）合計

電気使用量

熱需要量

再エネ導入実績＋
導入見込（2050年）

再生可能エネルギー（電気）合計

導入ポテンシャル
（電気）
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※ 再エネ試算（2050年）
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※朝日町における再生可能エネルギーの導入状況

出典）「固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイト」（経済産業省 資源エネルギー庁HP）を修正

発電事業者名 発電設備区分 発電出力（kW） 発電設備の所在地 運転開始報告年月

個人 太陽光 40.0 富山県下新川郡朝日町山崎２９７ 2013年11月

有限会社 太陽光 44.0 富山県下新川郡朝日町道下字大下地６６６－１ 2016年4月

有限会社 太陽光 44.0 富山県下新川郡朝日町道下字大下地６６６－１ 2016年4月

個人 太陽光 33.0 富山県下新川郡朝日町道下字大下地６６６－１ 2016年4月

株式会社 太陽光 44.0 富山県下新川郡朝日町横崎新１１９－１ 2016年10月

個人 太陽光 44.0 富山県下新川郡朝日町横崎新１１９－１ 2016年10月

株式会社 太陽光 44.0 富山県下新川郡朝日町横崎新１１９－１ 2016年7月

株式会社 太陽光 33.0 富山県下新川郡朝日町横崎新１１９－１ 2016年7月

株式会社 太陽光 29.8 富山県下新川郡朝日町月山８４６－１ 2015年6月

合同会社 太陽光 47.9 富山県下新川郡朝日町桜町２７ 2015年3月

合同会社 太陽光 48.8 富山県下新川郡朝日町道下字小角地１０１７ 2015年4月

株式会社 太陽光 500.0 富山県下新川郡朝日町大家庄３５８－１ 2015年7月

個人 太陽光 37.4 富山県下新川郡朝日町道下字小角地１０１４ 2016年1月

合同会社 太陽光 47.2 富山県下新川郡朝日町大家庄１４６ 2017年6月

個人 太陽光 49.5 富山県下新川郡朝日町月山３７８ 2017年5月

個人 太陽光 22.0 富山県下新川郡朝日町藤塚６１７ -

個人 太陽光 33.0 富山県下新川郡朝日町桜町横江西１２１３ 2020年7月

有限会社 太陽光 350.0 富山県下新川郡朝日町東草野字南田１６７５－１ 2018年3月

個人 太陽光 49.5 富山県下新川郡朝日町桜町２９８ 2017年11月

個人 太陽光 44.0 富山県下新川郡朝日町平柳字東中又５ 2019年1月

株式会社 太陽光 45.0 富山県下新川郡朝日町宮崎字九郎三郎作３６２ 2018年4月

個人 太陽光 35.4 富山県下新川郡朝日町下山新３００ 2018年7月

個人 太陽光 22.0 富山県下新川郡朝日町大家庄８５６－１ 2018年6月

個人 太陽光 49.5 富山県下新川郡朝日町道下５－１ 2018年8月

有限会社 太陽光 33.0 富山県下新川郡朝日町下山新６５１ 2019年4月

株式会社 太陽光 720.0 富山県下新川郡朝日町境字川原２２５０ 2019年10月

有限会社 太陽光 350.0 富山県下新川郡朝日町道下字殿田８４７－１ 2020年9月

北陸電力株式会社 風力（陸上風力リプレースを除く） 25,080.0 富山県下新川郡朝日町宮崎字チワイ谷２２ -

朝日町土地改良区 水力 5.0 富山県下新川郡朝日町大家庄２９８ 2013年11月

朝日町土地改良区 水力 190.0 富山県下新川郡朝日町山崎１０３７ 2016年10月

株式会社 水力 199.0 富山県下新川郡朝日町笹川字小舅５０２１ -

株式会社 水力 961.0 富山県下新川郡朝日町蛭谷字黒部大平３１番地先 2021年5月
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※ REPOS 再生可能エネルギー情報提供システム及び

朝日町における再生可能エネルギー導入ポテンシャルの算定方法

• 朝日町における再生可能エネルギーの導入ポテンシャルは､国（環境省）が提供している
「REPOS 再生可能エネルギー情報提供システム」を活用して把握しました。
https://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/22.html

• 「導入ポテンシャル」とは､「賦存量
（設置可能面積､平均風速､河川流量等
から理論的に算出することができるエ
ネルギー資源量のうち､現在の技術水
準で利用可能なもの）」のうち､エネ
ルギーの採取・利用に関する種々の制
約要因（土地の傾斜､法規制､土地利
用､居住地からの距離等）により利用
できないのものを除いたエネルギー資
源量です。

• REPOSに示されている導入ポテンシャ
ルは､平成25（2009）年度から令和2年
度まで､国（環境省）が行ってきた賦
存量や導入ポテンシャルに関する推計
結果を公表したものです。

• 導入ポテンシャルの算定方法については､次ページ以降に示します。

https://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/22.html
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ポテンシャルの種類 定 義

賦存量

技術的に利用可能なエネルギーの大きさ(kW)または量(kWh等)。設置可能面
積、平均風速、河川流量等から理論的に算出することができるエネルギーの大
きさ(kW)または量(kWh等)のうち、推計時点において、利用に際し最低限と
考えられる大きさのあるエネルギーの大きさ(kW)または量(kWh等)。

導入ポテンシャル

各種自然条件・社会条件を考慮したエネルギーの大きさ(kW)または量(kWh
等)。賦存量のうち、エネルギーの採取・利用に関する種々の制約要因（土地
の傾斜、法規制、土地利用、居住地からの距離等）により利用できないものを
除いた推計時点のエネルギーの大きさ(kW)または量(kWh等)。

事業性を考慮した
導入ポテンシャル

事業性を考慮したエネルギーの大きさ(kW)または量(kWh等)。推計時点のコ
スト・売価・条件（導入形態、各種係数等）を設定した場合に、IRR（法人税
等の税引前）が一定値以上となるエネルギーの大きさ(kW)または量(kWh等)。
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出典）「我が国の再生可能エネルギー導入ポテンシャル」（環境省）
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出典）「我が国の再生可能エネルギー導入ポテンシャル」（環境省）
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出典）「我が国の再生可能エネルギー導入ポテンシャル」（環境省）
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出典）「我が国の再生可能エネルギー導入ポテンシャル」（環境省）
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出典）「我が国の再生可能エネルギー導入ポテンシャル」（環境省）
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出典）「我が国の再生可能エネルギー導入ポテンシャル」（環境省）



77朝日町

資 料 編

出典）「我が国の再生可能エネルギー導入ポテンシャル」（環境省）
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出典）「我が国の再生可能エネルギー導入ポテンシャル」（環境省）



79朝日町

資 料 編

※朝日町における温室効果ガス排出量（＝自治体排出量カルテ）

出典）「自治体排出量カルテ」（環境省）

１）排出量の部門・分野別構成比 平成17年度（2005年度） ４）部門・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化
平成17年度 （千t-CO2）

排出量

(千t-CO2)

合　　計　 108 100%

産業部門 32 29%

製造業 18 17%

建設業・鉱業 2 2%

農林水産業 11 11%

業務その他部門 14 13%

家庭部門 27 25%

運輸部門 35 33%

自動車 34 32%

旅客 18 17%

貨物 16 15%

鉄道 1 1%

船舶 0 0%

廃棄物分野（一般廃棄物） 1 1%

２）排出量の部門・分野別構成比 平成25年度（2013年度）
平成25年度

排出量

(千t-CO2)

合　　計　 106 100%

産業部門 23 22% -25%

製造業 16 15% 平成17年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

建設業・鉱業 2 2% 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量 排出量

農林水産業 5 5% （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2) （千t-CO2)

業務その他部門 22 21% 合　　計　 108 126 112 94 99 116 114 106 101 91 92 90 85 79

家庭部門 30 28% 産業部門 32 36 29 23 21 26 24 23 22 17 23 22 20 19

運輸部門 30 28% 製造業 製造業 18 20 16 14 13 18 16 16 16 11 17 16 15 14

自動車 29 27% 建設業・鉱業 建設業・鉱業 2 2 2 1 2 2 2 2 1 1 1 1 1 1

旅客 16 15% 農林水産業 農林水産業 11 14 12 7 7 6 6 5 5 4 5 5 4 4

貨物 13 12% 業務その他部門 業務その他部門 14 22 21 16 19 24 23 22 20 18 15 15 14 13

鉄道 1 1% 家庭部門 家庭部門 27 34 29 23 27 33 35 30 29 27 26 27 25 22

船舶 0 0% 運輸部門 35 34 33 32 32 31 31 30 28 28 27 26 26 24

廃棄物分野（一般廃棄物） 1 1% 自動車 34 33 32 31 31 30 29 29 27 27 26 26 25 24
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出典）「地方公共団体実行計画策定・実施支援サイト」（環境省HP）

※朝日町における温室効果ガス排出量（＝自治体排出量カルテ）
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※ 全国における富山県の再エネポテンシャル

出典）「REPOS 再生可能エネルギー情報提供システム」（環境省）
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出典）「REPOS 再生可能エネルギー情報提供システム」（環境省）
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出典）「REPOS 再生可能エネルギー情報提供システム」（環境省）
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出典）「REPOS 再生可能エネルギー情報提供システム」（環境省）
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出典）「REPOS 再生可能エネルギー情報提供システム」（環境省）

※ 富山県における朝日町の小水力（河川）のポテンシャル
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出典）「REPOS 再生可能エネルギー情報提供システム」（環境省）

※ 富山県における朝日町の小水力（農業用水路）のポテンシャル
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※ 富山県における朝日町の陸上風力のポテンシャル
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※ 全国における北陸地区の洋上風力のポテンシャル
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※再生可能エネルギーの導入目標設定例
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用語集

【あ行】

一般廃棄物

産業廃棄物以外の廃棄物。一般廃棄物は、更に「ごみ」と「し尿」に分類される。また、
「ごみ」は商店、オフィス、レストラン等の事業活動によって生じた「事業系ごみ」と一般家
庭の日常生活に伴って生じた「家庭系ごみ」に分類される。

エネルギーの地産地消

地域が有する資源(主に太陽光・風力・水力・バイオマスなどの再生可能エネルギー資源)を
活用した再生 可能エネルギーを創出し、それぞれの地域で消費すること。

エネルギー基本計画

「エネルギー政策基本法」第12条の規定に基づき、将来を見通してエネルギー需給全体に関
する施策の基本的な方向を定性的に示す計画。

エネルギーマネジメントシステム(EMS)

英名：energy management（system）。住宅やビルなどの建物あるいは地域において、全体の
エネルギー設備を統合的に監視し、自動制御することにより、省エネルギー化や運用の最適化
を行うこと。またその管理システムのこと。家庭用のHEMS、ビル用のBEMS、マンション用の
MEMS、工場用のFEMS、地域のCEMSがある。
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温室効果ガス

大気圏にあって、地表から放射された赤外線の一部を吸収することにより、温室効果をもた
らす気体の総称。地球温暖化の主な原因とされている。

カーボンニュートラル

何かを生産したり、一連の人為的活動を行った際に、排出される二酸化炭素と吸収される二
酸化炭素が同じ量であるという概念。

【か行】

化石燃料

原油、天然ガス、石炭やこれらの加工品であるガソリン、灯油、軽油、重油、コークスなど
をいう。一般的に石油、天然ガスは微生物、石炭は沼や湖に堆積した植物が、長い年月をかけ
て地中の熱や圧力などの作用を受けて生成したといわれている。燃焼により、地球温暖化の主
要な原因物質である二酸化炭素を発生する。

環境基本計画

環境基本法第15条に基づき、環境の保全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱等を定める
もの。2018（平成26）年に第五次計画が閣議決定された。

気候変動

人の活動に伴って発生する温室効果ガスが大気中の温室効果ガスの濃度を増加させることに
より、地球全 体として、地表、大気及び海水の温度が追加的に上昇する現象(地球温暖化)その
他の気候の変動をいう。
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吸収

植物が光合成により、大気中の二酸化炭素を吸収すること。吸収した二酸化炭素は分解さ
れ、炭素として幹や枝に蓄えられるほか、酸素として排出される。(独)森林総合研究所によれ
ば、適切に手入れされた50年生のスギ人口林は1ha当たり約98t(年当たり約2t)程度の炭素を蓄
えると推定され、二酸化炭素換算では、約360t(1年当たり約7.2t)となる。

固定価格買取制度(FIT：Feed-in Tariff)

再生可能エネルギーによって発電された電気の買取価格を法令で定める制度で、主に再生可
能エネルギーの普及拡大を目的としている。再生可能エネルギー発電事業者は、発電した電気
を電力会社などに一定の価格で一定の期間にわたり売電できる。電気事業者による再生可能エ
ネルギー電気の調達に関する特別措置法(平成23年法律第108号)に基づき、平成24(2012)年7月1
日から開始されている。

【さ行】

再生可能エネルギー

自然の営みから半永久的に得られ、継続して利用できるエネルギーの総称。一度利用しても
比較的短期間に再生が可能であり、資源が枯渇しないため、地球環境への負荷が少ないエネル
ギーである。エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料
の有効な利用の促進に関する法律(平成21年法律第72号)では、再生可能エネルギー源として、
太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、大気中の熱その他の自然界に存する熱、バイオマスと規
定している。
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次世代自動車

運輸部門からの二酸化炭素削減のため、ハイブリッド自動車、電気自動車、プラグインハイ
ブリッド自動車、燃料電池自動車、クリーンディーゼル自動車等を「次世代自動車」として政
府が定め、2030年までに新車乗用車の5～7割を次世代自動車とする目標を掲げている。

省エネルギー

エネルギーの効率的な使用や、余分なエネルギーの消費を抑制することによって、エネル
ギーの消費量の削減を図ること。我が国では、エネルギーの使用の合理化等に関する法律に基
づき、省エネルギーの推進に努めている。第８次国民生活審議会総合部会報告によれば、生活
における省エネルギーの基本的な要件について、①エネルギーを無駄なく消費すること、②エ
ネルギーを効率的に消費すること、③生活様式の工夫によってエネルギーを大切に使うこと、
としている。

小水力発電

再生可能エネルギーの一つで、河川や水路に設置した水車などを用いて発電するもので、一
般的には自然破壊を伴うダム式の大規模な水力発電とは区別される。
環境省によれば、小水力発電の厳密な定義はないが、新エネルギー利用等の促進に関する特別
措置法（平成９年法律第37号）では出力1,000kW以下の水力発電設備と定義されていることか
ら、1,000kW以下の水力発電設備を小水力発電と呼ぶこともある。
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設備容量

発電設備における単位時間当たりの最大仕事量。単位はワット（W）、あるいは実用的にキロ
ワット（kW）が用いられる。

スマートメーター

電気使用量をデジタルで計測して通信機能を備えた電力メーターのこと。30分ごとの電気使
用量を計測し、通信機能を使ってそのデータ（積算値）を電力会社のサーバーに送信する機能
を持つ。検診作業が不要となり、HEMSと組み合わせることで、電力の使用状況を確認でき、各
機器をコントロールしてエネルギー使用量を自動制御することも可能となる。

【た行】

太陽光発電

太陽電池を利用して、日光を直接的に電力に変換する発電方式。発電そのものに燃料が不要
で、運転中は温室効果ガスを排出せず、原料採鉱・精製から廃棄に至るまで非常に少ない温室
効果ガス排出量で電力を供給することができる。

脱炭素社会

地球温暖化の原因となる二酸化炭素などの温室効果ガスの排出を防ぐため、石油や石炭など
の化石燃料から脱却することを脱炭素と呼ぶ。再生可能エネルギーの利用を進めるなど、社会
全体を低炭素化する努力を続けた結果としてもたらされる持続可能な社会を脱炭素社会という。
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地球温暖化対策計画(国)

地球温暖化対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、国が地球温暖化対策の推進に関する
法律に基づいて策定した、唯一の地球温暖化に関する総合的な計画。温室効果ガスの排出抑制
及び吸収の目標、事業者、国民等が講ずべき措置に関する基本的事項、目標達成のために国・
地方公共団体が講ずべき施策等について記載されている。

地球温暖化

人間の活動の拡大により二酸化炭素（CO２）をはじめとする温室効果ガスの濃度が増加し、
地表面の温度が上昇すること。

地球温暖化対策の推進に関する法律

京都で開催された「国連気候変動枠組条約第３回締約国会議（COP３）」での京都議定書の採
択を受け、日本の地球温暖化対策の第一歩として、国、地方公共団体、事業者、国民が一体と
なって地球温暖化対策に取り組むための枠組みを定めた法律。

地球温暖化防止活動推進センター

地球温暖化対策の推進に関する法律の規定に基づき、地球温暖化の現状や地球温暖化対策の
重要性に関する啓発・広報活動、地球温暖化防止活動推進員や民間の団体の支援活動などを行
うために設置される組織のことをいう。
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地中熱

浅い地盤中に存在する低温の熱エネルギーのこと。大気の温度に対して、地中の温度は地下
10～15mの深さになると、年間を通して温度の変化が見られなくなるため、夏場は外気温度より
も地中温度が低く、冬場は外気温度よりも地中温度が高い。この温度差を利用して効率的な冷
暖房等を行うことが可能。

蓄電池

充電によって繰り返し使用できる電池。鉛蓄電池、ニッケル水素電池、リチウムイオン電
池、NAS(ナトリウム硫黄)電池等の種類がある。バッテリーや二次電池とも呼ばれる。気象条件
に左右されやすい風力・太陽光発電における出力変動の抑制、電力需給ピークカット、停電時
バックアップ対策等への活用が注目を集めている。

地産地消

「地域生産、地域消費」の略語。地域で生産された農林水産物等をその地域で消費すること
を意味する概念。昨今では、エネルギーの地域生産、地域消費としても使用される。

地方公共団体実行計画(事務事業編・区域施策編)

地球温暖化対策の推進に関する法律第21条第１項の規定に基づき、都道府県及び市町村は、
その県及び市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガス排出量の削減並びに吸収作用の保全及
び強化のための措置に関する計画を策定することとされている(事務事業編)。
また、同法第21条第３項に基づき、県並びに政令市などは、その区域の自然的社会的条件に

応じた温室効果ガスの排出の抑制などを行うための計画(区域施策編)を策定することとされて
おり、本計画の一部がこれに該当する。
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二酸化炭素(CO2)

温室効果ガスの一つ。炭酸ガスともいう。無色、無臭の安定な気体で水に溶ける。二酸化炭
素は自然界にも存在しているが、特に化石燃料などの消費拡大に伴い、大気中に排出される量
が増加している。代表的な温室効果ガスであり、我が国の温室効果ガス総排出量の9割以上を占
めている。

【な行】

バイオマス

動植物などから生まれた生物資源の総称で、この生物資源を直接燃焼やガス化するバイオマ
ス発電、燃焼や発酵させて発生したガスを利用するバイオマス熱利用などがある。

【は行】

排出係数

単位当たりの二酸化炭素排出量のこと。例えば、電力の使用に伴うCO2排出係数の単位は
kg‐CO2/kWhであり、発電手法によりその数値は異なる。

パリ協定

2020年以降の地球温暖化対策の国際的枠組みを定めた協定。平成27(2015)年12月に国連気候
変動枠組み条約第21回締約国会議(COP21)で採択された。平成28(2016)年11月発効。世界の平均
気温の上昇を産業革命前の2℃未満(努力目標1.5℃)に抑え、21世紀後半には温室効果ガスの排
出を実質ゼロにすることを目標としている。締約国は削減目標を立てて5年ごとに見直し、国際
連合に実施状況を報告することが義務付けられた。また、先進国は途上国への資金支援を引き
続き行なうことも定められた。
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ヒートアイランド

都市部が郊外と比べて気温が高くなり等温線を描くとあたかも都市を中心とした「島」があ
るように見える現象。都市部でのエネルギー消費に伴う熱の大量発生と、都市の地面の大部分
がコンクリ－トやアスファルトなどに覆われた結果、夜間気温が下がらない事により発生する。
特に夏には、エアコンの排熱が室外の気温をさらに上昇させ、また上昇した気温がエアコンの
需要をさらに増大させるという悪循環を生み出している。

BEMS (ベムス)

Building Energy Management Systemの略称であり、業務用ビルなどの建物において、建物全
体のエネルギー設備を統合的に監視し、自動制御することにより、省エネルギー化や運用の最
適化を行う管理システム。

【数字・英字】

COP (コップ)

締約国会議（Conference of the Parties）を意味し、環境問題に限らず、多くの国際条約の
中で、その加盟国が物事を決定するための最高決定機関として設置されている。気候変動枠組
条約のほか、生物多様性や砂漠化対処条約等の締約国会議があり、開催回数に応じてCOPの後に
数字が入る。

プラットフォーム

基盤や土台、環境を意味する言葉。ビジネス用語としては、商品やサービスを提供する企業
と利用者が結びつく場所を提供することを、プラットフォームと表現する。
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FCV(エフ・シー・ブイ)

Fuel Cell Vehicleの略称。燃料電池で水素と酸素の化学反応によって発電した電気エネル
ギーを使い、モーターを回して走る燃料電池自動車のこと。

EV(イー・ブイ)

Electric Vehicleの略。バッテリー(蓄電池)に蓄えた電気でモーターを回転させて走る電気
自動車のこと。走行時に排気ガスを出さず、騒音も少ないため、環境にやさしい自動車であ
る。将来的には再生可能エネルギーにより発電した電力を使い、温暖化対策、石油枯渇対策に
も資することが期待されている。一方、EVは導入コストが割高であり、ガソリン車と同じ用途
で利用する場合は航続距離が短いなどの課題もある。
国は、EVの購入や充電設備の設置を促進するため、個人及び法人に対する支援を行っている。

FEMS (フェムス)

Factory Energy Management Systemの略称であり、工場全体のエネルギー消費を削減するた
め、受配電設備のエネルギー管理や生産設備のエネルギー使用・稼働状況を把握し、見える化
や各種機器を制御するためのシステム。

HEMS (へムス)

Home Energy Management Systemの略称であり、一般住宅において、太陽光発電量、売電・買
電の状況、電力使用量、電力料金などを一元管理するシステム。
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J(ジュール)

熱量を表す単位。水1gの温度を1℃上げるのに要する熱量は1calであり、1calは約4.18Jに相
当する。GJ（ギガジュール）は、J×109（10億J）で電力の約280kWh分に相当する。2009年にお
ける一世帯の年間電気消費量は4,618kWh（資源エネルギー庁「家庭の省エネ徹底ガイド」）で
あるため、1GJは世帯のおおよそ22日分の電気消費量となる。TJ（テラジュール）は、J×1012
（1兆J、1,000GJ）で電力の約28万kWhのエネルギー量（年間電気消費量のおよそ60世帯分）に
相当する。また、PJ（ペタジュール）はJ×1015（千兆J、1,000TJ）となる。

IPCC(アイ・ピー・シー・シー)

国連気候変動に関する政府間パネル(Intergovernmental Panel on Climate Change)の略。人
為起源による気候変化、影響、適応及び緩和方策に関し、科学的、技術的、社会経済学的な見
地から包括的な評価を行うことを目的として、1988(昭和63)年に国連環境計画(UNEP)と世界気
象機関(WMO)により設立された組織のこと。
各国政府を通じて推薦された科学者が参加し、5～6年ごとにその間の気候変動に関する科学

研究から得られた最新の知見を評価し、評価報告書(assessment report)にまとめて公表してい
る。

SDGs（エスディージーズ、Sustainable Development Goals：持続可な開発目標）

2001年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継として、2015年9月の国連サミットで
採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」にて記載された2016年度から2030年度
までの国際目標。持続可能な世界を実現するための17のゴール・169のターゲットから構成さ
れ、地球上の誰一人として取り残さない（leave no one behind）ことを誓っている。
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ZEH(ゼッチ)

Net Zero Energy House(ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス)の略称。断熱性や省エネルギー
性能の向上といった省エネルギーを実現した上で、太陽光発電などの再生可能エネルギーを導
入することにより、年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロとすることを目指した住宅のこ
と。

ZEB(ゼブ)

Net Zero Energy Building(ネット・ゼロ・エネルギー・ビル)の略称。建築構造や設備の省
エネルギーの実現や、再生可能エネルギーの活用、地域内でのエネルギーの面的(相互)利用な
どの組合せにより、エネルギー自立度を極力高め、年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロ
とすることを目指した建築物のこと。
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